




About a background of the musculoskeletal examination enforcement












































































































































































































































































































































































20 21 22 24 25 26 27 28
年度
小５男子 54.19 54.19 54.36 54.07 53.87 53.91 53.81 53.93
小５女子 54.85 54.60 54.91 54.87 54.71 55.01 55.19 55.54
中２男子 41.42 41.30 41.54 42.11 41.69 41.63 41.80 42.00















20 21 22 24 25 26 27
28年
度
小5男子 40.99 40.81 41.47 41.59 41.42 41.61 41.60 41.97
小5女子 38.77 38.49 39.18 39.24 39.07 39.37 39.56 40.06
中2男子 50.49 50.48 51.01 51.48 51.08 51.31 51.63 51.90










20 21 22 24 25 26 27 28年度
小5男子 19.12 19.28 19.28 19.44 19.54 19.56 19.58 19.67
小5女子 17.63 17.65 17.75 17.93 18.06 18.26 18.41 18.60
中2男子 26.70 26.67 26.87 27.43 27.50 27.36 27.35 27.36









20 21 22 24 25 26 27
28
年度
小5男子 49.39 50.06 51.28 51.60 51.40 51.67 51.64 51.88
小5女子 38.72 38.74 39.68 39.95 39.67 40.30 40.70 41.29
中2男子 83.36 83.13 84.15 85.77 84.72 85.02 85.28 85.90












20 21 22 24 25 26 27
28
年度
小5男子 9.39 9.37 9.38 9.36 9.38 9.38 9.37 9.38
小5女子 9.64 9.64 9.65 9.63 9.64 9.63 9.62 9.61
中2男子 8.06 8.05 8.05 8.02 8.04 8.03 8.01 8.03












20 21 22 24 25 26 27 28年度
中2男子 396.50 396.81 397.36 392.58 394.63 393.74 393.42 392.59














20 21 22 24 25 26 27
28
年度
小5男子 153.96 153.66 153.45 152.36 152.09 151.71 151.27 151.42
小5女子 145.77 145.14 145.28 144.94 144.59 144.79 144.80 145.34
中2男子 195.30 194.65 195.31 195.33 193.72 193.44 194.11 194.66












20 21 22 24 25 26 27
28
年度
小5男子 17.01 16.96 16.91 16.71 16.64 16.55 16.45 16.47
小5女子 16.45 16.34 16.37 16.23 16.14 16.09 16.05 16.13
中2男子 30.05 29.82 29.70 29.57 29.21 29.00 28.91 28.90










20 21 22 24 25 26 27
28
年度
小5男子 32.68 32.55 32.58 32.59 32.73 32.87 33.05 32.88
小5女子 36.64 36.64 36.79 36.70 36.89 37.22 37.45 37.22
中2男子 43.01 42.89 42.97 43.18 43.05 42.87 43.04 42.97











20 21 22 24 25 26 27
28
年度
小5男子 25.39 25.41 25.23 23.77 23.18 22.89 22.51 22.41
小5女子 14.85 14.61 14.55 14.21 13.92 13.89 13.76 13.87
中2男子 21.27 21.25 21.18 21.15 20.96 20.81 20.61 20.54














































小学生男子 小学生女子 中学生男子 中学生女子
1985年 2016年



















1985年身長 137.7 138.8 157.7 154.4
2016年身長 138.8 140.2 159.9 154.8
1985年体重 32.8 33.1 47.4 46.8







































































































































































































































































































 図 15　体前屈（マルユ スー） 図 16　屈伸（タイトネス）
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使用といった問題の背景には、早期の専門スポー
ツ化や幼少期からの遊びの喪失による多様な運動
機会の減少や運動不足による総合的な体力・運動
能力の低下、それに伴って起こり得る身体の機能
低下などによる“正しい体の使い方ができない”と
いった問題が見え隠れしている。これらの問題を
構造的に捉えると図17のように表すことができるの
ではないだろうか。
Ⅳ． スポーツ障害とこれからの保
健教育の在り方
1．学校教育の立場から子どものス
ポーツ障害を考える
　運動の二極化が体力･運動能力の低下やスポー
ツ障害など、子どもの身体に大きな影響を及ぼして
いることは、これまで述べてきた通りである。それ
は、子どもの健康という問題はもちろん、さらには
社会保険制度など社会的な問題をも包含しており、
これからの学校教育においても、避けては通るこ
とはできない大きな問題となっている。換言すれば、
そうした状況が生じている今だからこそ、そうした
問題を背景に運動器検診が実施されることになっ
たと考えるべきであろう。
　子どもの体力･運動能力の低下の根本には、運
動不足があげられるが、その原因としてこれまでも
「時間」「空間」「仲間」の「3つの間」が減少して
いるという指摘がされてきた。まさにその通りなの
だが、こうした環境に関わる問題は、時代背景、社
会的な制度、社会の風潮などといったものが、多様
に絡んでいるため、一朝一夕に解決できるようなこ
とではないし、ましてや個人ができるレベルを遙か
に超えている。
　また、学校においても子どもの体力低下が叫ば
れる一方で、学力低下がそれ以上に問題視されて
いる状況がある。他にもキャリア教育、道徳教育な
ど、学校教育には数え切れないほどの教育課題が
生じたり、与えられたりしている。そのため、子ども
も教師も体力･運動能力の向上のために割ける時
図 17　運動過多・不適切な体の使い方が引き起こす子どもの身体の問題
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間というのは、学校教育全体の中で非常に限られ
ているのが現状である。
　さらに運動部活動を始めとした課外活動につい
ても、子どものライフスタイルの変化や、運動部活
動の高度化・専門化、あるいはその逆に娯楽化・大
衆化といった活動の内容や仕方が変化してきてい
る。そうした変化は子どもや保護者の部活動に対
する多様な価値観を生成し、運動部活動の持つ意
味や性格自体が大きく変貌しようとしてきている。
これは一般的なスポーツ観の変容と同質のもので
あり、努力・根性・忍耐といった精神論が優先され
るようなスポーツ観が変化してきたのと同様である
と考えられる。
　2014（平成26）年2月に長野県教育委員会が打
ち出した朝の運動部活動の原則禁止31）は全国的に
も論議を呼んだのは記憶に新しい。こうした動きも
これまでの運動部活動に一石を投じたものとなり、
運動部活動そのものの在り方を根本から見直す一
つの機会となったといえよう。長野県教育委員会が
こうした運動部活動の指針を示す根拠となったの
が、長野県中学生期のスポーツ活動検討委員会の
報告書32）であり、その中の「中学生期のスポーツ活
動の現状に関する考察」では、
○日没時刻に合わせた放課後の活動時間は、夏季
が長く、冬季は短い。また、年間を通じて実施さ
れている朝の運動部活動は、冬季においては活
動時間の確保につながるが、夏季においては、
放課後の活動時間を考えると、中学生期にとって
活動時間が多すぎることが危惧される。
　生徒の心身の疲労やバランスのとれた生活の観
点から、中学生にとって適切な1日の総活動時間
について基準を設定する必要がある。
○本県においては、多くの運動部活動が、活動時
間の確保を目的とし「運動部活動の延長として
行われている社会体育活動」を実施しているが、
長時間の活動や夜間に及ぶ活動は、睡眠時間や
家庭学習時間、家族との夕食や団欒の時間に影
響を及ぼす可能性がある。
　また、過度な活動や疲労の蓄積から、スポーツ
傷害やドロップアウトやバ ンーアウトに陥る可能
性も否定できないことから、「運動部活動の延
長として行われている社会体育活動」の見直し
を含め、一日の適切な活動時間や適切な休養日
の設定の検討が必要である。（下線は筆者）
と述べられている（関係部分のみ）。ここでは運動
過多の状況やその影響について触れられており、
長野県教育委員会はこうした状況を踏まえて英断
を下したといえるであろう。
　以上のような内容を踏まえると、運動器検診に
よって子どものスポーツ障害は発見され、それに
よって治療が行われることはその子どもにとっては
非常に有益であるし、学校教育活動にとって意義
深いことである。しかし、一方で、スポーツ障害を
体力･運動能力の低下、あるいはスポーツ外傷･障
害の問題について、表面的に捉えるだけでは学校
教育という立場としては十分とはいえず、問題解決
には近づけるためには、さらに根本的な部分に踏
み込む必要があろう。その根本的な内容こそが、
学校における健康に関する教育、すなわち保健教
育であるといえよう。
2．保健学習の重要性とその現状
1）保健学習と保健指導
　保健教育には「保健学習」と「保健指導」という
二つの側面がある。保健学習は教科としての保健
教育をいい、小学校では体育科の「保健領域」、中
学校では保健体育科の「保健分野」、高等学校で
は「科目保健」であり、「家庭科」「総合的な学習の
時間」などの関連教科における「健康」に関する学
習活動を指す。一方、保健指導は特別活動や子ど
もへの個別指導など、教科外の保健教育のことで
ある33）。保健学習の目的は、健康に関する基礎的
な知識、理解を深めるために、健康の科学的な原
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理･原則を学び、さらに適切な意志決定や行動選
択ができる能力を育成することにある。また、保健指
導の目的は、保健学習で学んだ健康に関する知識
を日常生活に適用し、健康を保持増進するための
具体的な方法や態度を身につけることである34）。
　保健教育のうち学習指導要領に内容規定されて
いるのは保健学習であり、子どもたちが集団で同じ
時間に教科書を使い同一の学習内容を学ぶ。同時
に保健指導の目的でもある“健康を保持増進する
ための日常的な生活習慣の確立を図る”の基盤とな
る知識を学ぶ機会は、保健学習であるということ
を考えると、保健学習の学習内容や学習方法の工
夫は、健康に関する分野を学習する教科、とりわけ
その中心となるべき体育科、保健体育科に課せら
れた役割は大変重要である。
　一方、保健指導は学級活動などの特別活動の時
間を中心に、学校教育全体を通じて行われるもの
である。対象も集団だけでなく個人に対する場合
もあり、学級担任はもちろん、養護教諭などのが教
職員や、学校医、学校薬剤師など学校の医療関係
者も含んだ多くの人が関わる。内容が多岐にわたる
反面、指導者や学校によって格差が生じやすいと
いう面もある。
2）保健学習の現状
　健康の基盤となる知識や健康の保持増進をする
能力について学習する保健学習の重要性は前述し
た通りである。しかし、保健学習の中心をなす「保
健授業」の現状を考えてみるとその課題は少なくな
い。
　まず、あげられるのは配当される授業時間数の
少なさである。科目保健として独立している高等学
校は、保健授業が時間割に位置づけられ、学習指
導要領では入学年次及びその次の年次の2年間で
2単位（70単位時間注2）の時数が配当され、確実な
実施が見込まれる。しかし、小学校や中学校の保
健学習は、体育科・保健体育科の授業の1領域（1
分野）であるため、そうした単独の時間確保がなさ
れていない。小学校場合、第3・4学年の2年間で8
単位時間程度、第5・6学年の2年間で16単位時間
程度の計24単位時間程度の時間配当であり、中学
校では第1学年から第3学年の3年間で、48単位時
間程度の時間配当となっており、学習指導要領で
はそれに若干の幅を持たせる意味で「程度」として
いる35-37）。中学校第2学年以上では音楽科、美術
科などは年間35単位時間であるが、そうした科目と
学習内容、学習量などにおいて、ほぼ同等かそれ
以上と見なされる保健授業の配当時間数は非常に
少ない。
　次に保健授業の不定期性である。体育授業でよ
く使われる「雨降り保健」という言葉は、学校現場
ではある種の常識となっており、屋外種目の単元
では、雨天の場合には体育実技から保健へ変更し
て授業を行っているというのが多くの学校での現
状であろう。学習指導要領は「学習時間を継続的
又は集中的に設定することが望ましい。」38）として
いるが、実際には難しいことも多く、学習指導要領
でも「望ましい」という努力目標的表現にとどまっ
ているのはその表れであろう。
　さらに教師の教授能力の問題もある。中学校や
高等学校の保健授業は、保健体育または保健のあ
る程度の専門性を持った教員が担当する。それに
対し小学校では学級担任が担当する場合が多く、
専門性という点では中学校、高等学校の担当者と
は違う状況である。また、学校現場における研究
授業でも体育授業は多く見られるが、保健授業の
それは大変少ない。「教師の教授能力は就職前の
養成教育と現職教育によって培われると言われる
が、養成機関における学校保健の取得単位数や保
健関係の教科専門科目数が減少している。また、
教員の教授力の向上にとって大切な授業研究も、
時間数の多い体育の授業研究に重点を置く傾向が
あり、時間数の少ない保健の授業研究の活動は十
分とは言えない。」39）という指摘も示唆に富んでい
る。
　最後に保健授業の教材についてである。授業を
運動器検診実施の背景と保健教材の可能性
24
構成する要素は「自己（本人）－他者（学習の仲
間・教師）－モノ・コト（教材・場）」であり、その三
者が相互に関係し合いながら活動していくことこそ
が授業である。その意味で教材は子どもの学びを
誘発する大きな要因となるのだが、保健学習の教
材は教科書を用いる授業が多い。しかし、その教
科書は健康という人間にとって永遠の課題ともいう
べき幅広い内容と膨大な情報量を取り扱わなけれ
ばならないため、項目一つ一つの記述は必要最低
限の知識を示しているに過ぎない。そのため、保健
の教科書は「記述の具体化」ではなく、抽象度の
高い言葉を遣いながら情報量を増やすという「記
述の微細化」が進められている。そのような教科
書を教材として授業を展開していけば、おのずと、
教科書の内容をいかに教えるか（覚え込ませる
か）が授業のテーマとなり、子どもにとっては教師
から解説・伝達される知識を一方通行で受容する
しかない解説型の授業となるのも致し方ないと言
えよう40）。
3）スポーツ障害を保健授業で取り扱う必然性
　「子どものロコモティブシンドローム予備軍化」、
「運動器の疾患」、「スポーツ障害の多発」など、
子どもの身体に関する様 な々問題が運動器検診実
施の直接的理由となっているが、これまで述べてき
たように、学校の保健教育においては、スポーツ障
害はさらに広い意味で捉える必要があり、その内
容も多岐にわたる。スポーツ障害は子ども自身の
運動やスポーツへの取り組み方はもちろん、生活様
式や生活習慣、運動習慣などの改善によって、予防
可能な障害である。換言すれば、子ども自身の理
解や自覚を学習し、深めることができれば十分改
善可能なものであるという意味では、運動の二極
化の問題は子どもに直接関わる大きな問題である
といえる。
　それでは、運動器検診実施の背景にある運動の
二極化の問題に対して保健授業はどう関わるべき
なのだろうか。運動に関わる保健の内容として学
習指導要領に示されているのは表1の通りである。
　また、保健授業については学習指導要領の「改
善の基本方針」41）では、
　ア．改善の基本方針
　ア）小学校、中学校及び高等学校を通じて、「体
育科、保健体育科については、その課題を踏まえ、
生涯にわたって健康を保持増進し、豊かなスポー
ツライフを実現することを重視し改善を図る。その
際、心と体をより一体としてとらえ、健全な成長を
表 1　運動に関わる保健の内容
学年 大項目 項目
小学校第3学年 （1）毎日の生活と健康 イ　1日の生活の仕方
小学校第4学年 （2）育ちゆく体とわたし ウ　体をよりよく発育･発達させるための生活
小学校第6学年 （3）病気の予防 イ　病原体がもとになって起こる病気の予防
中学校第1学年 （1）心身の機能発達と心の健康 ア　身体機能の発達
中学校第3学年 （4）健康な生活と疾病の予防
イ　生活行動･生活習慣と健康
　（イ）運動と健康
　（エ）調和のとれた生活と生活習慣病
高等学校
（1）現代社会と健康
イ　健康の保持増進と疾病の予防
　（ア）生活習慣病と日常の生活行動
（2）生涯を通じる健康
ア　生涯の各段階における健康
（ウ）加齢と健康
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促すことが重要であることから、引き続き保健と体
育を関連させて指導することとする。また、学習し
たことを実生活、実社会において生かすことを重視
し、学校段階の接続及び発達の段階に応じて指導
内容を整理し、明確に示すことで体系化を図る。」
としている。（下線は筆者）
と記述されており、体育との関連が示している。
　さらに、学習指導要領の総則第1の3「学校にお
ける体育・健康に関する指導」42）では、
　学校における体育・健康に関する指導は、生徒
の発達の段階を考慮して、学校の教育活動全体を
通じて適切に行うものとする。特に、学校における
食育の推進並びに体力の向上に関する指導、安全
に関する指導及び心身の健康の保持増進に関する
指導については、保健体育科の時間はもとより、技
術・家庭科、特別活動などにおいてもそれぞれの
特質に応じて適切に行うよう努めることとする。ま
た、それらの指導を通して、家庭や地域社会との連
携を図りながら日常生活において適切な体育・健
康に関する活動の実践を促し、生涯を通じて健
康・安全で活力ある生活を送るための基礎が培わ
れるよう配慮しなければならない。（下線は筆者）
と述べられている。
　このような視点から保健授業を改めて概観して
みると、保健の学習内容は保健授業だけで完結さ
せるのではなく、体育との関連はもとより、他の教
科･領域との関連を十分に考慮することを重要視し
なければならないことは明らかである。
　保健授業を体育授業や運動部活動などの子ど
ものスポーツライフと関連づけて考えようとすれば、
保健授業でスポーツ障害を取り扱うのはむしろ必
然ともいえるのではないだろうか。しかも、スポーツ
障害を単に運動の仕方に起因する健康問題として
捉えるだけではなく、その背景にある子どもたち自
身の運動やスポーツへ取り組む姿勢であったり、
生活習慣であったりといった運動の二極化に関連
する広義の捉え方が必要となる。そして、こうした
一連の内容について、保健授業を中核にして、体育
の「体育理論」「実技」と関連づけるのはもちろん、
他の教科、領域との連携を考えていかなければな
らない。
4）保健教材としての運動器検診
　運動器検診がオーバーユ スー、マルユ スー、体力･
運動能力の低下といった子どもの運動・スポーツに
関わる広範な問題を含んでいることはこれまで述
べてきた通りである。それは保健教育の観点から、
子ども自身の健康、また将来を見通したスポーツラ
イフ、さらには健康と運動の関係を考える上で有為
な教材となる可能性を持っているともいえるが、現
実に教材となるかどうかは、教師自身が運動器検
診をどのように捉え、教材化していくかによって決
まるであろう。
　運動器検診を単にスクリーニングとして考え、医
学的な知識を伝達するだけの授業をイメージする
なら、保健授業としての教材化は難しいであろう。
しかし、「運動器検診を実施している理由とその
背景」、「検診結果からその原因を探る」、「運動
器検診の結果から対策を考える」、「運動が健康
に及ぼす影響」といった幅広い学習テーマを設定
することができれば、子どもが自らの体や生活と向
き合うような学習展開が期待できる。
　また、こうした学習テーマによる授業は、次期学
習指導要領でも注目されている「主体的・対話的
で深い学び」、いわゆる「アクティブ・ラーニング」
の視点からの学びにも繋がるものと考えられる。
2016（平成28）年の中教審答申43）の保健関係の内
容は、
《小学校》保健領域については、身近な生活にお
ける健康・安全についての基礎的・基本的な「知
識・技能」、「思考力・判断力・表現力等」、「学び
に向かう力・人間性等」の育成を重視する観点から、
運動器検診実施の背景と保健教材の可能性
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内容等の改善を図る。その際、自己の健康の保持
増進や回復等に関する内容を明確化するとともに、
「技能」に関連して、心の健康、けがの防止の内容
の改善を図る。また、運動領域との一層の関連を
図った内容等について改善を図る。
《中学校》保健分野については、個人生活におけ
る健康・安全についての「知識・技能」、「思考力・
判断力・表現力等」、「学びに向かう力・人間性等」
の育成を重視する観点から、内容等の改善を図る。
その際、心の健康や疾病の予防に関する健康課題
の解決に関わる内容、ストレス対処や心肺蘇そ生
法等の技能に関する内容等を充実する。また、個
人生活における健康課題を解決することを重視す
る観点から、健康な生活と疾病の予防の内容を学
年ごとに配当するとともに、体育分野との一層の関
連を図った内容等について改善を図る。
《高等学校》科目保健については、個人及び社会
生活における健康・安全についての総合的な「知
識・技能」、「思考力・判断力・表現力等」、「学び
に向かう力・人間性等」の育成を重視する観点から
内容等の改善を図る。その際、少子高齢化や疾病
構造の変化による現代的な健康課題の解決に関わ
る内容や、ライフステージにおける健康の保持増進
や回復に関わる内容及び一次予防のみならず、二
次予防や三次予防に関する内容を改善するととも
に、人々の健康を支える環境づくりに関する内容の
充実を図る。また、科目体育と一層の関連を図り、
心身の健康の保持増進や回復とスポーツとの関連
等の内容等について改善を図る。
と、小学校から高等学校までの保健授業に関して、
自己の健康課題について運動との関連を図りなが
ら、それぞれの発達段階に応じた形で主体的な学
習に取り組めるような内容の改善を図ることが示さ
れている。
　運動器検診を学習テーマにすることは、小学生
段階の「体の発育・発達」、中学生段階の「心身の
機能の発達」、中学生･高校生段階の「生活習慣病
の予防」、「生涯の各ライフステージおける健康」と
いった内容を学習できる教材化が可能である。そ
うした意味からも、運動器検診を教材とした保健
学習は、運動の価値と意味を健康と関連づけなが
ら学習を拡げ、深めていくことができるという点で、
中教審答申の内容を具現化するには十分な教材に
なり得るものと考えてよいであろう。
Ⅴ．まとめ・今後の課題
　本研究を通して、運動器検診は単なる学校健康
診断の1項目ということだけでなく、その実施の背
景から子どもの健康課題、さらには各ライフステー
ジおけるスポーツライフに関わる健康問題を考える
のに相応しい教材となる可能性を持っているといえ
る。
　「子どもの体力低下」、「生活習慣病の低年齢
化」といった健康問題はもちろん、「いじめ」「学校
不適応」などの心の問題も含め、現在、学校が抱え
る問題は多種多様であり、全ての学校に、全ての子
どもに起こる可能性のある深刻な状況にある。そ
れだけに子どもの健康に正面から向き合う保健教
育は今後益々その重要度は高まるであろう。
　その保健教育の中でも「心と体を一体にしてとら
え･･･」と教科目標に謳い、“心身の健康”を学習の中
心に据えている体育・保健体育は重要なキーパー
ソン的な教科である。「知育･徳育･体育」の三育論
を持ち出すまでもなく、学校教育が目指すべき全
人教育として体育は重要な位置を占めていること
は異論がないだろう。特に、保健は心身の健康を
学習の主テーマとする唯一の学習であることを考
えれば、保健授業の充実は保健体育教諭をはじめ、
それを担当する教員にとっては喫緊の課題となろう。
　運動器検診は子どもの健康に対する一種の危
機感の表れという見方もできるが、逆に子ども自身
が自らの健康について明確に意識し、さらに広い
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視野から幅広く健康問題をとらえることが可能な
教材でもある。しかしその一方で、幅広い学習テー
マの設定が可能だからこそ、系統的な学習構成は
不可欠である。また、「主体的・対話的で深い学
び」であるアクティブ・ラーニング的な視点で学習
を展開するためには、幅広い学習内容から、子ども
の実態に即した学習内容を精選したり、それを補
足・強化したりする参考資料を含めた教材化は難
しい問題も残る。その意味では運動器検診を保健
授業、さらには保健教育の一環として捉えていく課
題も明らかになったように思う。
　今後はさらに運動器検診を保健教育に活かす
ための具体的な教材事例について、授業実践を含
め研究を深めていきたいと考えている。
注
注1　ボール投げは、小学校においてはソフトボール
（1号）を、中学校ではハンドボール（2号）を使
用することになっている。
注2　単位時間とは1回の授業に割り当てられる時間
のことで、1単位時間を小学校では45分、中学
校、高等学校では50分を標準としている。
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